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◆その他

� 減価償却費明細表
（平成26年度）�� （単位：百万円）

区 分 取得原価 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率
有形固定資産 252,684 7,372 163,272 89,424 64.6%

建物 218,747 4,732 136,655 82,092 62.5%
リース資産 6,450 1,159 3,321 3,140 51.5%
その他の有形固定資産 27,486 1,480 23,295 4,191 84.8%

無形固定資産 89,980 6,782 68,082 21,898 75.7%
その他 23,366 52 23,199 166 99.3%
合　計 366,031 14,207 254,554 111,489 69.5%

（平成27年度）�� （単位：百万円）

区 分 取得原価 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率
有形固定資産 246,195 7,022 164,194 82,016 66.7%

建物 214,046 4,638 137,901 76,144 64.4%
リース資産 5,254 1,057 3,194 2,076 60.8%
その他の有形固定資産 26,894 1,325 23,098 3,796 85.9%

無形固定資産 96,954 7,063 74,534 22,420 76.9%
その他 23,326 49 23,182 143 99.4%
合　計 366,476 14,134 261,911 104,581 71.5%

2 事業費明細表�� （単位：百万円）

区 分 平成26年度 平成27年度

営業活動費 109,985 118,378

営業管理費 57,958 60,575

一般管理費 157,712 157,618

合　計 325,656 336,571
（注）	一般管理費のうち、生命保険契約者保護機構に対する負担金は、平成26年度3,104百万円、平成27年度3,053百万円です。
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4 リース取引
〈リース取引（借主側）〉
〔通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所得権移転外ファイナンス・リース取引〕

c. 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額�� （単位：百万円）

区 分 平成26年度 平成27年度

支払リース料 — —

減価償却費相当額 0 —

支払利息相当額 — —

d. 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の
算定方法

取得価額相当額をリース期間定額法で
償却した償却費

利息相当額の算定方法 発生ベースのリース料をリース期間で
利息法により算定した利息額

3 税金明細表�� （単位：百万円）

区 分 平成26年度 平成27年度

国税 14,309 14,383

消費税 10,997 11,643

地方法人特別税 3,025 2,426

印紙税 276 306

登録免許税 8 5

その他の国税 1 0

地方税 9,155 11,171

地方消費税 2,957 3,136

法人事業税 3,900 5,811

固定資産税 1,854 1,779

不動産取得税 — 0

事業所税 430 433

その他の地方税 12 10

合　計 23,464 25,554

b. 未経過リース料期末残高相当額
平成26年度末、平成27年度末、ともに残高がないため記載していません。

a. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
平成26年度末、平成27年度末、ともに残高がないため記載していません。




